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国庫補助負担金・税財源に関する中間とりまとめ 
（平成８年１２月２０日地方分権推進委員会） 

まえがき  

地方分権推進委員会は、国と地方の財政関係を見直すことにより地方分権の推進に資するために、

平成８年４月１８日に補助金・税財源検討グループを設置することを決定した。委員会は、同検討

グループの発足後、主として合同で、１２月２０日までの８ヶ月間に、国庫補助負担金・税財源の

調査・審議のための会議を計１３回開催し、地方公共団体・関係省庁・有識者からも意見を聴取す

るとともに、鋭意、調査・審議を重ねてきた。 
 このたび第一次勧告を行う機会に、補助金・税財源に関するこれまでの調査審議の状況を踏まえ、

改革に向けての主な論点と検討の方向に関する中間とりまとめを行い、公表することとした。 
 この「中間とりまとめ」を今後の調査審議の踏み台として、広く各界各層の人々のご意見を聴取

しながら、引き続きより精力的かつ具体的な調査審議を行い、来年前半を目途に勧告を行う考えで

ある。 
Ⅰ 国と地方の財政関係の基本的な見直しの方向  

１ 地方分権の推進により、国と地方公共団体を上下・主従の関係から対等・協力の関係に移行させ

ていくためには、地方公共団体の自主性・自立性を高める見地から、国と地方公共団体の役割分担

の見直し、機関委任事務制度の廃止、地方への権限委譲、国の関与・必置規制の整理合理化等を進

めるとともに、国と地方公共団体の財政関係についても基本的な見直しを行う必要がある。 
   なお、国・地方ともに極めて厳しい財政環境の下にあるが、地方分権の観点からこのような見直
しを行うことにより、国・地方を通ずる行政の簡素・効率化や財政資金の効率的な使用に資するも

のと考えられる。 
２ 国と地方公共団体の財政関係の見直しの基本的な方向は、事務の実施主体がその費用を負担する

という原則を踏まえつつ、概ね次の三点によるべきものと考える。 
 ① 国庫補助負担金の整理合理化 
 ② 存続する国庫補助負担金の運用、関与の改革 
 ③ 地方税、地方交付税等の地方一般財源の充実確保 
Ⅱ 国と地方の経費負担のあり方  

１ 国と地方の財政関係の見直しにあたっては、地方行政の自主的な運営の確保、行政責任の明確化

等の観点から、こうした地方公共団体の担う事務に要する経費については当該地方公共団体が全額

を負担するという原則を堅持するものとする。 
  また、地方公共団体の担う事務について、国が経費の全額又は一部を負担又は補助する場合、国

庫負担金と国庫補助金の区分を明確にすることが重要と考えられる。 
 ちなみに、現行の地方財政法では、次のように定められている。 
国と地方の経費負担については、固有事務、団体委任事務、機関委任事務といった当該事務の性

格にかかわらず、地方公共団体が実施主体となる事務・事業の費用は地方公共団体が全額負担する

ことを基本としている（地方財政法９条）。ただし、次のような観点から、地方公共団体の行う事

務について、国が経費の全額又は一部を負担又は補助することとされている。 
 ① 専ら国の利害に関係のあるもの（国庫委託金（地方財政法１０条の４）） 
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 ② 国と地方の双方に利害関係があり、国が進んで費用を負担する必要があるもの 
  （国庫負担金（地方財政法１０条）） 
 ③ 総合的に樹立された計画に従って実施されるべき建設事業 
  （国庫負担金（地方財政法１０条の２）） 
 ④ 災害救助・復旧事業（国庫負担金（地方財政法１０条の３）） 
 ⑤ 施策の実施又は地方公共団体の財政上特に必要があると国が認めるもの 
  （奨励的補助金・財政援助的補助金（地方財政法１６条）） 
２ 国庫負担金と国庫補助金の区分の明確化にあたっては、地方公共団体の担う事務の区分との関係

をどう考えるかという点に留意する必要がある。 
Ⅲ 国庫補助負担金の整理合理化 

１ 国庫補助負担金については、事務事業の内容等を勘案し、地方公共団体の事務として同化・定着・

定型化しているものや人件費補助に係る補助金、交付金等については、一般財源化等を進めるとと

もに、国と地方公共団体との役割分担の見直しに併せて、真に必要なものに限定していくなどによ

り、積極的に整理合理化を進めることとする。 
  なお、国庫補助負担金の整理合理化は、地方公共団体の自主的・自立的な行政運営の実現に資す

るものであるから、単に国庫補助負担金を削減するため補助負担率の引き下げを行うような手法は

とるべきでないと考えられる。 
(1) その場合、「地方公共団体の事務事業として同化・定着・定型化しているもの」とは、例えば
次のようなものであるとの意見について検討する必要がある。 
   ・法施行事務費に係る補助金 
   ・会館等公共施設の運営費に係る補助金 
   ・地方公共団体の経常的な事務事業として定着しているものに係る補助金 

(2) 一般財源化すべき人件費補助の範囲について検討する必要がある。 
２ 国庫補助負担金については、国庫補助金、国庫負担金等の区分に対応し、整理合理化を進めるこ

ととする。 
(1) その際、国庫補助金、国庫負担金等の区分のメルクマールについて検討する必要がある。 
(2) 国庫補助金、国庫負担金等の振り分けに際しては、その実態や社会経済情勢の変化等に対応し
て見直すべきであるとの意見があることを踏まえて検討する必要がある。 

３ 国庫補助金の整理合理化は、概ね次の点に留意して推進するものとする。 
(1) 奨励的補助金等については、その性格を明確にした上で、特に緊要度が高いものを除き、基本
的に縮減するものとする。 
① その場合、「特に緊要度の高いもの」の範囲について検討する必要がある。 
② これに関連して、奨励的補助金等については、次のものを除いては基本的に縮減すべきとの

意見について検討する必要がある。 
        ・国策に伴う国家補償的性格をもって支給されるもの 
        ・災害による臨時巨額の財政負担に対するもの 
        ・地方公共団体が自主的な判断で弾力的な取扱いができる一般財源的なもの 
③ また、「補助率が低く、創設後相当期間を経過した補助金等」について廃止・縮減などの抜

本的な見直しを行うべきであるとの意見について検討する必要がある。 
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(2) 既存の奨励的補助金等については、その性格に対応して、各省庁は、毎年度の予算編成を通じ
個々に削減を検討する方法の他に、その削減計画を策定することを検討する必要がある。 

(3) 全ての奨励的補助金等について終期を設定し、終期到来時には目的達成状況に対する評価を厳
しく行い、原則として継続を認めないこととすることを検討する必要がある。 

(4) 新規の奨励的補助金等の設定は厳に抑制し、やむを得ず新設する場合には、スクラップ・アン
ド・ビルド原則を徹底することを検討する必要がある。 

４ 国庫負担金の整理合理化は、概ね次の点に留意して推進するものとする。 
(1) 国が一定水準を確保することに責任をもつべき行政分野に関して負担する経常的国庫負担金
については、国と地方公共団体の役割分担の見直しに伴い、国の関与の整理合理化等と併せて

見直すことが必要であり、社会経済情勢等の変化をも踏まえ、その対象を生活保護や義務教育

等の真に国が義務的に負担を行うべきと考えられる分野に限定するとともに、その負担割合に

応じ、毎年度国が確実に負担することとする。 
  その場合、今後とも「国が義務的に負担を行うべきと考えられる分野」の範囲について検討

する必要がある。 
(2) 総合的に樹立された計画に従って実施されるべき建設事業に係る国庫負担金については、その
対象を全国的なプロジェクト等広域的効果をもつ根幹的な事業などに限定するなど、投資の重

点化を図るとともに、その負担割合に応じ、毎年度国が確実に負担することとする。 
 その場合、「全国的なプロジェクト等広域的効果をもつ根幹的な事業など」の範囲について

検討する必要がある。 
５ 国庫補助負担金の一般財源化に当たっては、必要な地方一般財源を確保する。 
６ 国直轄事業負担金、特に維持管理費に係る国直轄事業負担金については、廃止・縮減すべきであ

るとの意見について検討する必要がある。 
  また、建設事業に対する国直轄事業負担金については、地域に先着手の利益があること等から、

一定程度やむを得ないのではないかとの意見について検討する必要がある。 
  なお、国直轄事業負担金については、地方公共団体に対してその負担の根拠が明確に示されてい

ないのではないかとの意見があること等に留意し、その運用のあり方について検討する必要がある。 
Ⅳ 存続する国庫補助負担金の運用・関与の改革 

１ 今後とも存続する国庫補助負担金については、地方公共団体の自主的・自立的な行財政運営の確

立を図る観点から、中間報告の考え方を踏まえ、 
① 統合・メニュー化、交付金化等 
② 補助条件等の適正化・緩和 
③ 補助対象資産の有効活用、転用 
について早急に実現を図るとともに、 
④ 補助金に係る運用の弾力化（複合化） 
についても積極的に検討する必要がある。 
２(1)① 国と地方公共団体の関係についての新たなルールの確立を図る観点等から、国庫補助負担金
の制度・運用のあり方の見直しについて検討する必要がある。 
② 国庫補助負担金の手続き等に係る支障例が多数見られること等にかんがみ、地方公共団体の

自主的・自立的な行財政運営の確立を図る観点から、国庫補助負担金の運用・関与のあり方に
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ついて早急に抜本的な実態調査を行う必要がある。 
③ ①又は②の観点から、補助金等適正化法及び同法施行令の改正を含め、講ずべき必要な措置

について検討することとする。 
(2) また、各省各庁が所管の国庫補助負担金の運用・関与のあり方について総点検を行い、これに基づ
き具体的な改革措置を講ずることについて、検討する必要がある。 

 
 


